
議案第２２号

渋川市建築基準法関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定

する。

令和５年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市建築基準法関係手数料条例の一部を改正する条例

渋川市建築基準法関係手数料条例（平成１８年渋川市条例第２６５号）の

一部を次のように改正する。

別表第６法第８５条第５項の規定による仮設建築物の建築の許可の申請に

対する審査の項中「第８５条第５項」を「第８５条第６項」に改め、同表法

第８６条第２項の規定による複数建築物に関する特例の認定の申請に対する

審査の項中「既存建築物を除く」を「建築等をするものに限る」に改め、同

表法第８６条の２第１項の規定による同一敷地内認定建築物以外の建築物の

建築の認定の申請に対する審査の項を次のように改める。

法第８６条の２第１項の規定に 建築物（一敷地内認定建築物以外の建

よる一敷地内認定建築物以外の 築物の新築又は一敷地内認定建築物の

建築物の新築又は一敷地内認定 増築等に係る建築物に限る。以下この

建築物の増築等の認定の申請に 項において同じ。）の数が１である場

対する審査 合にあっては７８，０００円、建築物

の数が２以上である場合にあっては７

８，０００円に１を超える建築物の数

に２８，０００円を乗じて得た額を加

算した額

附 則

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表第６法第８５

条第５項の規定による仮設建築物の建築の許可の申請に対する審査の項の改

正規定は、公布の日から施行する。



理 由

建築基準法の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。



渋川市建築基準法関係手数料条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表
（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

別表第６（第２条関係） 別表第６（第２条関係）

許可等申請手数料 許可等申請手数料

手数料を徴収する事務 手数料の額 手数料を徴収する事務 手数料の額

法第４２条第１項第５号の規定 ５０，０００円 法第４２条第１項第５号の規定 ５０，０００円

による道路位置の指定の申請に による道路位置の指定の申請に

対する審査 対する審査

（略） （略）

法第８５条第６項の規定による １２０，０００円 法第８５条第５項の規定による １２０，０００円

仮設建築物の建築の許可の申請 仮設建築物の建築の許可の申請

に対する審査 に対する審査

（略） （略）

法第８６条第２項の規定による 建築物（建築等をするものに限る。以下 法第８６条第２項の規定による 建築物（既存建築物を除く 。以下

複数建築物に関する特例の認定 この項において同じ。）の数が１である 複数建築物に関する特例の認定 この項において同じ。）の数が１である

の申請に対する審査 場合にあっては７８，０００円、建築物 の申請に対する審査 場合にあっては７８，０００円、建築物

の数が２以上である場合にあっては７８ の数が２以上である場合にあっては７８

，０００円に１を超える建築物の数に２ ，０００円に１を超える建築物の数に２

８，０００円を乗じて得た額を加算した ８，０００円を乗じて得た額を加算した

額 額

法第８６条の２第１項の規定に 建築物（一敷地内認定建築物以外の建築 法第８６条の２第１項の規定に 建築物（同一敷地内認定建築物を除く。

よる一敷地内認定建築物以外の 物の新築又は一敷地内認定建築物の増築 よる同一敷地内認定建築物以外 以下この項において同じ。）の数が１で

建築物の新築又は一敷地内認定 等に係る建築物に限る。以下この項にお の建築物の建築の認定の申請に ある場合にあっては７８，０００円、建

建築物の増築等の認定の申請に いて同じ。）の数が１である場合にあっ 対する審査 築物の数が２以上である場合にあっては

対する審査 ては７８，０００円、建築物の数が２以 ７８，０００円に１を超える建築物の数

上である場合にあっては７８，０００円 に２８，０００円を乗じて得た額を加算

に１を超える建築物の数に２８，０００ した額

円を乗じて得た額を加算した額

（略） （略）
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